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公益型として設立した法人。２００８年６月より活動。

二次電池（rechargeable battery)が「電気は貯蔵できる」というパラダイムシフト

によって一種の産業革命を起こすことを支援する活動を行っている。
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2009/4/24 講演会
2009/6/25 コンサル報告
2009/10/16 次世代エネルギー

ビジネス検討委員会
2010/3/19 AEC（株）設立
2011/2/01 日産「リーフ」

２２０台レンタカー投入
2020 ６０００台の

ＥＶレンタカー

沖縄を観光と環境の県にするプロジェクト

EVレンタカーによって
EV社会のショーケースにする

民間企業のビジネスとして取り組む
初のケース

民間ベースの活動が様々な
価値を創造する

１０００台投入で６５０万人の観光客
のうち３０万人がＥＶを体験する



2011年2月1日 那覇 出発式





自然・人間・技術がハーモニーを作る
環境エネルギー社会のデザイン

CSSD
Computational Social System Dynamics

変動する電力需要（人間の営み）と
変動する再生可能エネルギー発電（自然）とを

二次電池による電力貯蔵とＩＴによるマネジメントでスマートに繋ぎ
最適な社会システムを設計し日々に経営する



石垣島基本情報

※１ 引用：Google map
※２ 石垣市の概況 http://www.city.ishigaki.okinawa.jp/500000/500100/gaikyou.htm

石垣島の電力需要量＝
石垣島の人口

沖縄県の人口
×沖縄県の電力需要量

沖縄県の人口： 1,360,830人(平成17年)
沖縄県の電力需要量:7,478,367千kWh/年

※３ 以下より算出

※１

人口 48,613人（平成22年）

面積 229.00km2(内石垣島が222.94km2)

位置 北緯24度20分 東経124度9分

年間電力需要量 267,150MWh/年 ※３
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http://www.city.ishigaki.okinawa.jp/500000/500100/gaikyou.htm


石垣島発電所情報

引用：離島の電気 川崎重工業株式会社広報室
HP：http://www.khi.co.jp/knews/backnumber/bn_2004/pdf/news135_01.pdf

石垣発電所

ディーゼル発電６基、総出力
26,500kW

石垣第二発電所

ディーゼル発電４基、総出力
40,000kW

石垣ガスタービン発電所
ガスタービン２基、10,000kW
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http://www.khi.co.jp/knews/backnumber/bn_2004/pdf/news135_01.pdf


年間再生可能エネルギー発電量の変化

太陽光発電稼働率
19.68%

風力発電稼働率
14.56%

石垣島における一年分のRE発電量データ(日次)



集中配置シミュレーション結果まとめ

投資回収年数(キャッシュフローベース)

投資回収年数(減価償却を考慮)

各ケースの導入量とCO2削減率

CO220%削減ケースの経年累積利得と累積費用
（減価償却を考慮）

CO220%削減ケースの経年累積利得と累積費用
（キャッシュフローベース）

[Year]

[Year]

累積利得
累積費用

累積利得
累積費用



石垣島集中配置CO220%削減ケース導入候補地

The existing thermal power plant

Candidate site 2 
for  photovoltaic
and wind plant 

Candidate site 1 
for wind plant 

Candidate site 3 
for wind plant 

Candidate site 1 
for  photovoltaic (old airport site)



蓄電システムによる産業革命



化石エネルギー依存からの脱却



再生可能エネルギーのポテンシャル
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電力量 三日間推移（時系列データ）
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8/5-7 電力量 時系列推移

消費量 購入量 生産量 損失量 蓄電量(右軸)

BEFORE
AFTER

電力会社からの電気購入量を平滑化できる



電力購入量 三日間推移（時系列データ）
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8/5-7 電力量 時系列推移

消費量 購入量（PVのみ） 購入量（PV＋LIB20kWh)



長寿命大型化するリチウムイオン電池







リチウムイオン電池による蓄電システムと自然エネルギー発電の
組み合わせが産業革命を起こす

・自然エネルギー発電先進国のEUは不安定に悩んでいる、破たん寸前
・EUは蓄電の重要性に気付いているが、電池産業は出遅れている
・カルフォルニア州は自然エネルギー発電事業者に蓄電義務化（２０１１SEP)

法案成立

・日本の二次電池技術は世界一

・しかし、猛追する韓国、米国資本と組む中国電池メーカー

・日本の国際収支を支える自動車・エレクトロニクス産業の将来は不透明
・電池を使った電気エネルギー社会システムは大きなビジネス

リチウムイオン電池による蓄電システムが日本の電力危機を改善し
電力事業者の経営を健全化する



スマート事業所PCS

LIB

LIB

太陽光発電 100kW

100kWh

100kWh
発電

需要

充電

放電

２０１２年から始まるスマート事業所/スマートハウスのビジネス

電力会社

Ａ．電力の昼夜変動に対して蓄電システムを導入する場合
Ｂ．自然エネルギー発電も同時に導入する場合

蓄電システム



社会システムに関する電池システム産業の急成長



世界最大
の

電池会社

環境未来都市

メガソーラー発電所

ウィンドファーム

スマート事業所

オフィスビル
マンション

スマートハウス

大型組電池
1MWh以上
大型セル

NEC
エナックス

東芝
日立
ＥＴＣ

中型組電池
100KWh～1MWh
（1セル0.3KWh～）

NEC
東芝
日立
ＥＴＣ

小型組電池
5～20KWh

（1セル0.3KWh）

2014

2012

2011～2012

火力発電所

電池メーカー

ＩＴベンダー

電気機器

（気象会社）

住宅メーカー

電池メーカー

機器メーカー

ＩＴベンダー

ディベロッパー

社会システム設計

投資

18650型電池は対象外とした



社会システム / ビジネスモデル

EV

二 次 電 池

部品 材料

ITビジネスモデル

マイクロソフト

グーグル

コンピューター

半導体 材料

ネットワーク

社会システムビジネスとしての取り組みが大切



東日本環境防災未来都市研究会

「東北未来都市と新エネルギー環境事業の

企画設計支援」



311から変わった 3つの方程式から4つの方程式へ



推進体制



3つの提案



１．環境未来都市の建設 ケーススタディーの対象都市



人口：年齢構成



就業人口比率分布



陸前高田未来都市計画案概要



３００MWメガソーラー概観図



エネルギー50％自給案（７０ＭＷメガソーラーのケース）



３００MWメガソーラー（大船渡市へ売電）



農業＋太陽光発電所



産業：太陽光発電所



２．ギガソーラー発電・蓄電基地



ギガソーラー発電・蓄電基地



東北リチウムイオン電池製造会社の設立3.



東北リチウムイオン電池製造会社の設立



政策的な項目



政策的な項目D.



政策的な項目D.


